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はじめに
　食育基本法（2005年）の成立以来，我が国ではその推進が
はかられ，「食育」という用語や「メタボリックシンドロー
ム」についての知識は，かなり普及してきているといえる．
食育政策も第３次食育推進基本計画（2016年度～2020年度）
が成立し，第１次の知識の習得段階から，第２次の実践の段
階，そして第３次の実践の環の拡大の段階へと進んできた．
このように，これまでの食育の展開を踏まえて，そのすそ野
の拡大が，今後のめざすところとなっている．なお，2016年
度よりこれまでの内閣府から農林水産省に主担当が移行し
た（農林水産省，2016）．
　他方で，食育政策は，すべての世代に関係する事柄である
ものの，実際にはこれまで学童を中心とした学校教育におけ
る取り組みに焦点が当てられてきた．この点から，従来の食
育に関する調査研究の成果も，学校教育，特に学校給食や学
校の体験学習などに焦点が当てられた研究成果が多く蓄積
されてきた（例えば，内藤・佐藤（2010））．
　今後，食育をさらに国民的レベルで浸透を図る上で，企業
などの経済主体における食育活動の広がりも，そのすそ野の
拡大という点で重要な論点といえる．しかし，企業における
食育の取り組みに関しては，これまで，食育基本法成立時に
内閣府（2008）による食品企業へのアンケート調査結果があ
るのみで，本格的な研究は，十分なされているとはいいがた
い．その取り組みは，食育白書で個別事例として紹介がなさ
れる程度である（内閣府；2014，2015）．企業のCSR（corporate 
social responsibility）としての食育への取り組みに関しては，
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学校給食に関する研究成果と対照的に極めて少ない．
　一般経営学の分野では，CSRの概念自体も進化していると
いう指摘がなされている（塚本・関，2012；谷本，2013）．
初期のコンプライアンス型の社会的責任論から，環境マネジ
メント型CSR，そして，本業の企業活動自体に社会貢献も視
野に入れたイノベーションを起こす様な取り組みを行う戦
略的なCSRへと重層的に変化している．こうした企業のCSR
をめぐる多様な展開も視野に入れる必要がある．
　CSRとしての企業の食育活動に関する既往の成果をみる
と，清水（2004）は，食品企業による食育は，商品の販売促
進活動と切り離せない部分があり，ビジネスチャンスとして
の食育という観点を提起している．清水（2006）では，メー
カー，小売業，外食の３つの事例から，企業による食育の取
り組みを考察し，企業側に偏在する情報の開示の重要性を指
摘している．以上の二つの論文は，食品関連企業による食育
の意義をごく初期の段階で指摘した先駆的な論文といえる．
櫻井（2012，2013）は，学校関係者からみた食品関連企業の
食育活動の評価を行っている．Ciani et al. （2015）は，企業
CSRにより長年取り組まれている自然体験学校の取り組みが
取り上げられている．櫻井ら（2017）では，CSR活動のなか
での食品企業の食育活動の取り組み状況を収益指標などと
の関連から分析している．また，石田ら（2017）では，食品
企業がCSRで行っている小学校を対象とした出前事業の効果
を，その受講者の保護者の意識から分析を加えている．以上
の成果は，企業のCSRとしての食育の実態を明らかににした
点で，意義が認められるが，食品企業に分析が限定されてい
る点や，具体的な企業側の食育に対する意識や効果の評価に
ついての詳細については，分析されていない．我が国企業の
CSRとしての食育活動の実態を，社外のみならず，社内の従
業員に対する取り組みの実態も含めて明らかにすることが，そ
の活動の広がりの実態と課題を把握する上で，重要と考える．
　そこで，本稿では，企業1,000社を対象として，社内での
従業員に対する食育の取り組み，社会へ向けた取り組み状況
と，企業側の意識および課題について，アンケート調査を実
施した結果を基に食育に対する意識，その取り組み実態を１
次集計から明らかにして，今後の詳細な分析にむけた検討課
題の析出や財務データとの関連分析を行うための基礎的知
見を得ることを目的とする．これまで企業による食育の実態
は，十分に解明されていないため，全国的に食品企業のみな
らず，非食品企業をも調査対象として本調査を実施するため，
十分な調査対象数を確保するための規模として，1,000件を
対象とした．以上の考察を踏まえて，今後の食育に関する政
策的課題を展望する．
調査方法
　調査項目は食育に関する活動状況やその効果と課題に関
するもので，内閣府が2006年に食品企業に対して実施した食
育に関するアンケート調査結果を参考にして，企業側の食育
に対する意識と課題をより明確にするような設問項目とし
た（付表参照）．具体的には，食育への取り組み状況や内容，
そしてその効果の評価，今後の課題など26項目を質問した．
調査対象企業は，農林水産省，および各農政局，そして都道
府県，および政令指定都市，有名シェフや料理アカデミーな
ど料理界による食育活動などの各website，食育活動を行って
いることを確認できる企業，そして自給率向上を目的とする
ネットワーク組織のフード・アクション・ニッポンの協賛
パートナーのうち，websiteを確認できるものを合わせて約
700社，残りを帝国データバンクの企業データから無作為に
抽出して，1,000社の企業リストを作成した．調査の実施と
回収は帝国データバンクに委託し，郵送法，一部電話による
調査を行った（調査期間2016年１月～２月）．回答社数は，
482社（48.2%）であった．このうち，食品関係183社（38.0%）
と非食品関係299社（62.0％）で，非食品関係が６割を占め
ている（表１）．
表１　回答企業の属性（食品・非食品別）
区　分 構成比（％） 回答数
食　品 38 183
非食品 62 299
計 100.0 482
注： 企業1000件を対象とした郵送法（一部電話による聞き取りにより，
2016年１月～２月に実施した．回答率は，48.2％（回答社数482）．
集計結果
　本調査の集計結果は，回答社数での集計結果（括弧内）と
無回答や企業側から回答拒否する旨の返答のあった回答拒
否の件数も含めた全回答数での集計結果の二つを示してい
る．全数の集計結果では，回答社数のみでの結果に比べると，
取り組み結果の解釈がやや過小評価になる．しかし，本稿の
目的は回答結果の一次集計結果を考察することにあるため，
まずは無回答・回答拒否を含めた全数の集計結果の解釈を行
うことにする．クロス集計など今後の詳細な分析を行う前提
条件として，一次集計結果の考察を踏まえることが重要と考
えるためである．
　社会に対する取り組みと，社内の社員を対象とした取り組
みに２分して行っているので，順番に述べていく．
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社会に対する食育活動の取り組み状況
　まず，「現在食育活動を社会や地域に対しておこなってい
るか」という点については，約半数以上が，取り組みを行っ
ておらず，「今後とも取り組みの予定がない」と回答してい
る．これに対して，食育を実施している企業は，「積極的に
実施」（16.6％）と「ある程度実施」（23.7％）を合わせて４
割となっている．「現在実施はしていない」が，「今後取り組
みたい」との意向を有する企業は５％程度（5.4％）である
（表２－１）．実施していない理由については，「考えたことが
ない」という回答が最も多く３分の２近くを占めている
（65.3％）．次いで，「企業でやることではない」（9.6％），「ノ
ウハウがない」（8.2％），「人材がいない」（6.9％）と続いて
いる（表２－１）．このことから，一般的な傾向として，企業
の食育活動は，多数を占めているという状況ではない．
　食育活動を実施している企業の「食育の開始年」は，かな
りばらついており，1990年代ないしそれ以前に開始した企業
も少数あるが，2000年代後半の食育基本法の成立以降が約４
割を占め最も多い（表２－２）．
　「食育の目的」については，「健全な食生活への貢献」
（23.5％），「子供世代への知識の普及」（22.2％）がそれぞれ
２割以上を占め上位に並んでいる．３位が「地域農業・漁業
の振興」（10.9％），「地域の食文化の継承保存」（10.9％）と
続いている．これに対して，「地球環境問題への理解醸成」
（3.9％）を目的とするものは，ごく少数にとどまっている（表
２－２）．
　食育の実施方法についてみると，多様な方法がとられてい
ることがわかる（表３）．上位からみると，「見学者の受け入
れ」（12.1％），地場農産物の活用等の「地産地消の推進」
（11.6％），「料理教室」（11.2％） ，「講師の派遣」（10.3％），
そしてホームページなどでの「情報の提供」（9.1％）の順で
実施している企業が多い．これに対して，「農林業体験の提供」
（3.3％）は，ごく少数にとどまっており，企業の食育活動と
しては一般的な取り組みとはいえない．これは，農林業体験
の実施には，地域の農家や農業団体とのつながりが必要なた
め，企業単独での実施が困難なためと考えられる．
　食育を始めた主な理由としては，「CSR活動の一環」
（18.0％），次いで「営業活動の一環」（12.5％）や「企業の広
報・イメージアップのため」（10.6％）と，企業の利己的な
動機も挙げられている（表４）．また，「消費者の安心・安全
な食に対する関心」も意識されている（10.8％）．これに対
して，「地域農業・漁業への支援を目的」（5.5％）と回答し
た企業は，少数となっている．このことから，企業の関心は，
当然のことながら製品の販売市場へ向いていることが理解
できる．
　食育の担当に関しては，専任部署を設けているか他部門と
の兼任・兼務かなど，どのような形態で担当を置いているの
表２－１　社会や地域に対する食育活動の実施状況
項　目 構成比：% 回答数
社会や地域に対して食育活動（単一回答）
積極的に行っている 16.6 （16.6） 80
ある程度行っている 23.7 （23.7） 114
特に行っていないが、今後は取り組みたい 5.4 （5.4） 26
特に行っていないし、今後とも取り組む予定はない 51.7 （51.7） 249
その他 2.3 （2.3） 11
無回答 0.2 （0.2） 1
回答拒否 0.2 （0.2） 1
計 100.0 （100.0） 482
現在，食育活動を実施していない理由（単一回答）
考えたことがない 65.3 （66.4） 190
企業でやることではない 9.6 （9.8） 28
ノウハウがない 8.2 （8.4） 24
人材がいない 6.9 （7.0） 20
経費負担の余裕がない 3.1 （3.1） 9
その他 5.8 （5.9） 17
無回答 0.7 （0.7） 2
回答拒否 0.3 （0.3） 1
計 100.0 （101.7） 291
注：１．食育活動を実施していない企業：回答社数286
　　２．最大３つ回答あり
　　３．（　　）は回答社数（482および286）での集計結果
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表２－２　社会や地域に対する食育活動の実施状況
項　目 構成比：% 回答数
食育を開始した時期（数値回答）
1950年代 0.5 （0.5） 1
1960年代 1.5 （1.5） 3
1970年代 0.0 （0.0） 0
1980年代 2.1 （2.1） 4
1990年代 2.1 （2.1） 4
2000年代前半（～2004年） 5.7 （5.7） 11
2000年代後半（2005年～） 21.1 （21.1） 41
2010年代 17.0 （17.0） 33
不明・わからない 13.4 （13.4） 26
無回答 36.6 （36.6） 71
計 100.0 （100.0） 194
食育活動の目的（２つまで回答）
健全な食生活への貢献 23.5 （37.6） 73
子供世代への知識普及 22.2 （35.6） 69
地域農業・漁業の振興 10.9 （17.5） 34
地域の食文化・郷土料理の継承・普及 10.9 （17.5） 34
地球環境問題への理解醸成 3.9 （6.2） 12
食事マナー・作法の習得 1.3 （2.1） 4
高齢化社会への対応 1.3 （2.1） 4
その他 4.8 （7.7） 15
無回答 21.2 （34.0） 66
計 100.0 （160.3） 311
注：１．食育活動実施企業：回答社数194
　　２．最大４つ回答あり
　　３．（　　）は回答社数（194）での集計結果
表３　食育の実施方法（複数回答）
項　目 構成比：% 回答数
見学者の受け入れ（食品製造・流通・販売等の見学の受け入れ） 12.1 （34.5） 67
地産地消の推進（地場農産物の活用等） 11.6 （33.0） 64
料理教室（料理教室等・実習指導） 11.2 （32.0） 62
講師の派遣（出前講座等に職員を講師として派遣） 10.3 （29.4） 57
ホームページなどを通した食育に関する情報提供 9.1 （25.8） 50
マスメディアを通した食育に関する情報提供や自社の取組みのPR 7.6 （21.6） 42
物資の提供（商品、農産物、広報資料等の提供） 6.0 （17.0） 33
栄養バランスのよい料理や商品の開発・提供 5.6 （16.0） 31
食育のための教材（ビデオ・テキスト等）の開発・提供 5.1 （14.4） 28
農林水産業体験（農林水産、加工等の体験の場の提供） 3.3 （9.3） 18
施設の提供（調理場、会議施設等の施設の提供） 3.1 （8.8） 17
食育活動への助成（食育活動団体等への活動費助成） 2.5 （7.2） 14
食事のマナー・作法に関する情報提供や講習会等での実演指導 1.8 （5.2） 10
その他 9.8 （27.8） 54
無回答 0.0 （0.0） 0
回答拒否 0.9 （2.6） 5
計 100.0 （284.5） 552
注：１．食育活動実施企業：回答社数194
　　２．は回答社数（194）での集計結果
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か否かを聞いている．回答結果をみると，「他部門との兼任・
兼務」が最も多く３分の１を超えている（36.1％）．これに
対して，「専任の部署」を設けている（14.4％），「特に決まっ
ていない」（14.4％）と並んでおり，専任部署を設けるほど
の業務量や位置づけはないとの認識や専門部署設置の費用
負担の問題などが反映されていると考えられる．次に，食育
を担当する部署をみると，「営業部門」が最も多く全体の３
割近くを占めている（28.7％）．次いで「企画部門」がおよ
そ２割（20.7％），「広報部門」（15.9％）の順で，「CSR部門」
との回答は，多い方ではない（10.4％）．「栄養士などの専門
職の職員」を置いているかどうかについては，「いない」と
の回答が７割以上を占めている（75.0％）が，「いる」との
回答も１割程度みられた（10.7％：表５）．
　食育活動で連携している外部の組織については，多様な外
部組織が挙げられているものの，その割合はいずれも高くな
い．その中で最も多い連携先は「自治体」（14.7％）で唯
一１割を超えている，次いで「業界団体」（9.4％），「小学校」
（9.1％）で，そして「農家・農業団体」と続いている（7.2％）．
学校関係では，先述した小学校が最も多く，「大学」（4.7％），
「中学校」（4.2%）と続き，「幼稚園・保育所」（3.6％）と「高
等学校」（2.2％）との連携は少ない（表６）．小学校が最も
多い理由は，給食が実施され食育活動が最も活発なことで，
食育活動の効果などが考慮されていることがうかがえる．
　食育の効果に関する評価（５段階評価）をみると，「大い
にみられる」（7.7％），「ある程度みられる」（39.2％）で合わ
せて４割を超えており，肯定的な評価がなされている（表７）．
これに対して，否定的な評価は，ほとんどみられないものの，
無回答（34.5％）も多く，評価の判断が難しく下せないか，
評価をしていない場合もあることを示していると考えられ
る．無回答と「どちらともいえない」との回答（15.5％）を
合わせると，半数を占めていることから，肯定的評価を下し
ている企業と，そうではない企業に二分されているといえる．
　食育の具体的な効果（５段階評価）については，回答した
ものが６割を超えている（63.2％）が，無回答も３割を超え
ている（36.8％：表８）．次に，その具体的な効果について，
９つの項目に関する評価をみてみよう．まず，①「社員のモ
チベーションが上がった」かどうかについては，肯定的評価
である「そう思う」，「ややそう思う」，合わせて5.6％と非常
に低い．②「社員の仕事の効率が向上した」かどうかについ
ては，「どちらでもない」が３分の１を超え（36.1％）と最
も多いが，「そう思う」・「ややそう思う」を合わせて18.0％
であった．③「営業活動で売上向上につながった」かどうか
については，肯定的な評価は１割未満であった（7.7％）の
に対して，「あまり思わない」・「そう思わない」を二つ合わ
せた否定的な評価は32.5％であったことから，営業面での効
果は高くない．④「新たな商品がうまれた」かどうかについ
ては，「どちらでもない」が最も多い（25.3％）が，肯定的
評価が18.0％あるものの，否定的な評価も19.6％あり，評価
が分かれている．⑤「企業の社会的認知度」については，否
定的な評価が合わせて41.7％と最も高く，肯定的な評価は
5.1％にとどまっている．⑥「顧客層が広がった」との点に
関しては，「どちらでもない」が27.3％と否定的評価が28.3％
で，ほぼ並んでおり，過半数を占めている．⑦「自社製品に
対する顧客の信頼」に関しては，否定的な評価が最も多い
表４　食育活動を始めた主な理由（３つまで回答）
項　目 構成比：% 回答数
CSR（社会貢献活動）の一環 18.0 （38.7） 75
営業活動（自社製品等の販売促進）の一環 12.5 （26.8） 52
消費者の安心、安全な食への関心の高まり 10.8 （23.2） 45
企業の広報・PR・イメージアップ 10.6 （22.7） 44
顧客満足度（CS）向上 5.8 （12.4） 24
食育基本法の施行や食育推進基本計画の策定 5.5 （11.9） 23
株主や経営者の意向 5.5 （11.9） 23
消費者の健康志向の高まり 5.5 （11.9） 23
地域農業・漁業の支援 5.5 （11.9） 23
高齢化社会への対応 1.2 （2.6） 5
人材育成の一環 1.0 （2.1） 4
その他 2.2 （4.6） 9
無回答 16.1 （34.5） 67
計 100.0 （214.9） 417
注：１．食育活動実施企業：回答社数194
　　２．最大８つ回答あり
　　３．（　　）は回答社数（194）での集計結果
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表５　食育活動に関わる部署
項　目 構成比：% 回答数
専任・兼任区分（単一回答）
専任（ほぼ専任）の部署がある 14.4 （14.4） 28
他部門と兼任・兼務している 36.1 （36.1） 70
社内ボランティアが担当している 0.0 （0.0） 0
特に決まっていない 14.4 （14.4） 28
その他 1.0 （1.0） 2
無回答 34.0 （34.0） 66
回答拒否 0.0 （0.0） 0
計 100.0 （100.0） 194
専任または兼任・兼務の場合の食育活動担当の部署（２つまで回答）
営業 28.7 （48.0） 47
企画 20.7 （34.7） 34
広報 15.9 （26.5） 26
CSR（社会貢献） 10.4 （17.3） 17
技術部門（工場含む） 6.7 （11.2） 11
人事 3.7 （6.1） 6
福利厚生 0.6 （1.0） 1
その他 12.8 （21.4） 21
無回答 0.6 （1.0） 1
回答拒否 0.0 （0.0） 0
計 100.0 （167.3） 164
食育に関わる担当者に管理栄養士・薬剤師・検査技師など、専門的資格者の有無（単一回答）
いる（フルタイム） 10.7 （10.7） 3
いる（パートタイム） 0.0 （0.0） 0
いない 75.0 （75.0） 21
無回答 14.3 （14.3） 4
計 100.0 （100.0） 28
注：１．食育活動実施企業：回答社数194
　　２．専任・兼任の場合：回答社数98
　　３．社内ボランティアや担当が特に決まっていない企業：回答社数28
　　４．（　　）は回答社数（194,98および28）での集計結果
（36.6％）．⑧「社外の新たなネットワークの形成」に関しても，
否定的評価がほぼ４割となっている（39.7％）．⑨「社会貢
献する企業との評価」に関しても同様で，否定的評価が４割
を占めている（40.1％）．以上から，食育活動が企業活動に
与える影響については，肯定的な評価は少なく，多くは否定
的な評価が多いといえる．
　この点は，表７でみた全体的な評価では肯定的な評価が多
数を占めているのとは，対照的な結果となっている．その理
由は，いずれの項目でも無回答が３分の１以上を占めている
ことである．つまり，全体的な印象と個別具体的な効果に関
する認識には，一定のギャップが存在している．その原因の
一つとして，個別の効果の評価が難しく無回答が増えている
可能性が挙げられる．今回の一次集計では，それ以上の原因
の解析は可能ではないため，個別の効果との関係については，
今後の検討課題として今後各項目とのクロス集計を行うな
どして，さらに詳細な分析が必要と考える．
　食育の効果に関する評価に関しては，様々な評価の方法が
取られている（表９）．その中で最も多いのが，「参加者から
の直接的な反応」で表情や話し方や対話などから把握してい
るとする回答で２割を占めている（20.4％）．次いで，「参加
者数の実績」（14.1％），「関係者の主観的判断」（12.9％），「参
加者へのアンケート調査」（12.4％）と続いている．「SNSを
使った評価」は，ほとんど行われていない（2.0％）．総じて，
客観的な評価方向は，一般的とはなっていない．
　「食育活動の課題」（５段階評価）について聞くと，各項目
とも４割近くが無回答であった（表10）．この点は，表８の
具体的な効果の項目に関する場合と同様で，具体的な課題の
把握が難しいことを示唆している．以下，具体的な課題の12
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表６　食育活動で、連携している外部組織（複数回答）
項　目 構成比：% 回答数
自治体 14.7 （27.3） 53
業界団体 9.4 （17.5） 34
小学校 9.1 （17.0） 33
農家・農業団体 7.2 （13.4） 26
NPO等の市民活動団体 5.8 （10.8） 21
大学 4.7 （8.8） 17
中学校 4.2 （7.7） 15
消費者団体（生協含む） 3.9 （7.2） 14
幼稚園・保育所 3.6 （6.7） 13
高等学校 2.2 （4.1） 8
飲食業 2.2 （4.1） 8
医療機関 1.9 （3.6） 7
福祉施設（高齢者） 0.6 （1.0） 2
福祉施設（障害者） 0.6 （1.0） 2
宿泊業 0.3 （0.5） 1
連携していない 5.8 （10.8） 21
不明 0.8 （1.5） 3
その他 3.9 （7.2） 14
無回答 19.1 （35.6） 69
計 100.0 （186.1） 361
注：１．食育活動実施企業：回答社数194
　　２．（　　）は回答社数（194）での集計結果
表７　食育活動の全体としての効果（単一回答）
項　目 構成比：% 回答数
大いにみられる 7.7 （7.7） 15
ある程度みられる 39.2 （39.2） 76
どちらともいえない 15.5 （15.5） 30
余りみられない 0.5 （0.5） 1
ほとんどみられない 0.0 （0.0） 0
わからない 2.6 （2.6） 5
その他 0.0 （0.0） 0
無回答 34.5 （34.5） 67
計 100.0 （100.0） 194
注：１．食育活動実施企業：回答社数194
　　２．（　　）は回答社数（194）での集計結果
表８　食育活動の具体的効果（単一回答）
評　価 そう思う
やや 
そう思う
どちらで 
もない
あまり 
思わない
そう 
思わない
無回答
項　目
???
（％）
??????
（％）
??????
（％）
??????
（％）
??????
（％）
??????
（％）
???
①社員のモチベーション向上 1.5 （３） 4.1 （８） 22.2 （43） 28.4 （55） 7.2 （14） 36.6 （71）
②社員の仕事の効率向上 8.2 （16） 9.8 （19） 36.1 （70） 6.2 （12） 2.6 （５） 37.1 （72）
③営業活動や売上げの向上 3.6 （７） 4.1 （８） 22.2 （43） 27.3 （53）  5.2 （10） 37.6 （73）
④新たな商品の創出 8.2 （16） 9.8 （19） 25.3 （49） 13.4 （26）  6.2 （12） 37.1 （72）
⑤企業の社会的認知度の向上 1.5 （３） 3.6 （７） 17 （33） 31.4 （61） 10.3 （20） 36.1 （70）
⑥顧客層の拡大 3.6 （７） 3.6 （７） 27.3 （53） 23.7 （46）  4.6 （９） 37.1 （72）
⑦自社製品に対する顧客の信頼獲得 2.6 （５） 3.6 （７） 20.6 （40） 30.4 （59）  6.2 （12） 36.6 （71）
⑧社外の新たなネットワーク形成 4.1 （８） 2.1 （４） 16.5 （32） 25.8 （50） 13.9 （27） 37.6 （73）
⑨社会貢献企業としての評価 2.1 （４） 3.1 （６） 19.1 （37） 30.9 （60）  9.3 （18） 35.6 （69）
注：食育活動実施企業：回答社数194
項目について順にみてみよう．①「効果的なプログラムの開
発」に関しては，否定的な評価が多いことから（37.7％），
課題を意識している企業は少ない．②「専門知識を有する人
材」に関しても同様で，課題と感じている企業は9.3％にと
どまっている．③「経費負担」の課題についても同様な結果
で，課題と感じている回答は，7.8％と低い．④「社内での
理解や評価がされない」という点に関しては，19.6％が課題
と感じており，他の課題と比べて，その割合が高い．しかし，
他方で，否定的な回答も22.2%あり，評価が二分されている
こと示している．⑤「社内の協力・支援体制の構築の課題」
に関しては，肯定的回答が15.9％であるのに対して，否定的
な回答は26.3％であることから，あまり課題として意識はさ
れていない．⑥「営業活動に直接つながらない」という点に
ついては，肯定している回答は14.9％であるのに対して，否
定する回答は26.8％で，課題と感じていない企業の割合が多
い．⑦「食育に関する情報が不足している」という課題に関
しては，肯定する回答は16.5％であるのに対して，否定する
回答が20.1％とやや多く，課題との認識を持つ企業の割合は
多くはない．⑧「食育の成果が上がらない」という課題に関
しては，どちらでもないとの回答が28.4％で最も多く，肯定
する回答17.5％と否定する回答16.0％と，ほぼ拮抗している．
45大江・石田・櫻井：我が国企業のCSRとしての食育への意識と行動
⑨「食育の成果を説明できない」との課題については，否定
的な回答が最も多く（29.4％），肯定的な回答は14.9％と多く
はない．⑩「食育活動を実施する場所がない」との課題につ
いては，「ややそう思う」との回答が16.5％で，「そう思う」
と合わせると24.7％と，質問した課題の中では最も肯定する
回答の割合が高かった．⑪「食育活動のPRの機会が少ない」
という課題に関しては，肯定する回答が19.6％と２割に近い
割合で，他の項目と比較してそう感じている企業が相対的に
多いといえる．⑫「外部との連携ネットワークの構築」につ
いては，否定する回答が最も多く（25.8％），肯定する割合
はほぼ１割程度で多いとはいいがたい（13.9％）．
　以上をまとめると，食育活動の課題については，実施場所，
PRの機会，情報の不足，社会内での評価などが，課題とし
て認識されている割合が相対的に高くなっている．これらの
面での改善が，必要といえる．
　「食育活動がマスメディアで取り上げられる頻度」について
表９　食育活動の効果の評価方法（３つまで回答）
項　目 構成比：% 回答数
参加者の会場での直接的反応（表情・歓声・対話など） 20.4 （36.6） 71
提供する食育のプログラムへの参加者数の実績 14.1 （25.3） 49
特に調査は行っていないが、関係者の主観的判断 12.9 （23.2） 45
食育推進に関するイベントの参加者へのアンケート調査 12.4 （22.2） 43
自社へ寄せられる顧客意見 10.9 （19.6） 38
自社製品等の販売実績の分析結果 3.4 （6.2） 12
自社のモニターに対するアンケート調査 2.6 （4.6） 9
SNSによる反応（フォロワー数やダウンロード回数など） 2.0 （3.6） 7
従業員に対するアンケート調査や面談等 0.9 （1.5） 3
その他 1.1 （2.1） 4
無回答 19.3 （34.5） 67
計 100.0 （179.4） 348
注：１．食育活動実施企業：回答社数194
　　２．最大５つ回答あり
　　３．（　　）は回答社数（194）での集計結果
表10　食育活動の課題（単一回答）
評　価 そう思う
やや 
そう思う
どちらで 
もない
あまり 
思わない
そう 
思わない
無回答
項　目
???
（％）
??????
（％）
??????
（％）
??????
（％）
??????
（％）
??????
（％）
???
①効果的な食育プログラムの開発 1 （２）  6.2 （12） 17 （33） 25.8 （50） 11.9 （23） 38.1 （74）
②専門知識を持った人材不足 2.6 （５）  6.7 （13） 15.5 （30） 24.7 （48） 13.4 （26） 37.1 （72）
③食育活動に多くの経費をかけられない 2.6 （５）  5.2 （10） 12.9 （25） 24.2 （47） 18.6 （36） 36.6 （71）
④社内で食育活動が評価・理解されない 5.7 （11） 13.9 （27） 20.6 （40） 20.1 （39）  2.1 （４） 37.6 （73）
⑤社内の協力・支援体制の構築が困難 4.6 （９） 11.3 （22） 20.1 （39） 22.7 （44）  3.6 （７） 37.6 （73）
⑥営業活動に直接つながらない 4.6 （９） 10.3 （20） 20.1 （39） 21.6 （42）  5.2 （10） 38.1 （74）
⑦食育に関する情報が不足 2.6 （５） 13.9 （27） 25.8 （50） 17 （33）  3.1 （６） 37.6 （73）
⑧食育の成果があがらない 4.1 （８） 13.4 （26） 28.4 （55） 12.9 （25）  3.1 （６） 38.1 （74）
⑨食育の成果を説明できない 4.6 （９） 10.3 （20） 17.5 （34） 23.7 （46）  5.7 （11） 38.1 （74）
⑩食育活動を実施する場が少ない 8.2 （16） 16.5 （32） 19.6 （38） 14.4 （28）  2.6 （５） 38.7 （75）
⑪食育活動のPRの機会が少ない 5.7 （11） 13.9 （27） 21.6 （42） 17.5 （34）  2.6 （５） 38.7 （75）
⑫連携する外部とのネットワークの構築 4.6 （９）  9.3 （18） 21.6 （42） 22.7 （44）  3.1 （６） 38.7 （75）
注：食育活動実施企業：回答社数194
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は，回答が比較的ばらついており，「取り上げられたことがな
い」（13.4％）との回答があるのに対して，「頻繁に取り上げら
れる」（12.9％），「ときどき取り上げられる」（16.5％）との回
答もあり，その頻度に企業間でばらつきがみられる（表11）．
　「食育の今後の方向性」については，「営業活動との連携」
（14.7％），「連携先の拡大」（12.8％），「社内の理解と協力の
拡大」（11.7%），「食育プログラムの充実」（10.7％），「対象層
の拡大」（10.4％）と続き，上記でみた課題とおおむね関連
していることが理解できる（表12）．「活動縮小」や「活動中
止」との回答は，ほとんどないことから，食育活動の維持拡
大を図る意向を有する企業が多いといえる．
社員への食育活動の取り組み状況
　次に，「社員へ対して行っている食育活動の内容」につい
ては，「今後とも取り組みの予定なし」との回答が最も多く
表11　 実施している食育活動が新聞やテレビ等マスメディア（地元メディア含む）で取り上げられる
頻度（単一回答）
項　目 構成比：% 回答数
頻繁に取り上げられる（年に数回またはそれ以上） 12.9 （12.9） 25
しばしば取り上げられる（年に１回程度） 14.4 （14.4） 28
ときどき取り上げられる（数年に１回） 16.5 （16.5） 32
たまに取り上げられる（４・５年に１回） 8.8 （8.8） 17
取り上げられたことはない 13.4 （13.4） 26
無回答 34.0 （34.0） 66
計 100.0 （100.0） 194
注：１．食育活動実施企業：回答社数194
　　２．（　　）は回答社数（194）での集計結果
表12　食育活動の今後の方向性（３つまで回答）
項　目 構成比：% 回答数
営業活動との連携 14.7 （28.4） 55
連携先の拡大 12.8 （24.7） 48
社内の理解と協力の向上 11.7 （22.7） 44
食育プログラムの充実 10.7 （20.6） 40
対象層の拡大 10.4 （20.1） 39
現状維持 7.7 （14.9） 29
SNSなどによる情報発信の拡充 6.9 （13.4） 26
新しい活動を始める 3.5 （6.7） 13
未定 1.6 （3.1） 6
活動縮小 1.3 （2.6） 5
活動中止 0.3 （0.5） 1
その他 0.5 （1.0） 2
無回答 17.9 （34.5） 67
計 100.0 （193.3） 375
注：１．食育活動実施企業：回答社数194
　　２．（　　）は回答社数（194）での集計結果
半数を占めている（52.3％）が，他方で「今後取り組みたい」
との意向を有する回答も１割程度（9.9％）ある（表13）．実
施している場合の内容では，「食生活の改善」（10.6%）が最
も多く，社員の食を通じた健康意識の向上が期待されている．
次いで，「地産地消」（7.2％），「食品ロスなどの意識啓発」
が続いている（6.4％）．これに対して，「食・農業体験」は，
わずか（3.2％）である．
　上記の問に関連して，「実施していない理由」を聞くと，
「考えたことがない」が６割に達しており，社員に対する食
育に関する意識のないケースが多いことを示している．次い
で，１割程度が「ノウハウと人材不足」を挙げている（共に
9.2％：表13）．この他，「企業でやるべきことではない」
（7.4％），「経費負担の余裕がない」（6.9％）という理由も挙
げられている．
　「社員を対象とした食育の開始年」は，「わからない」が３
割となっている（30.0%）．把握している場合では，「2010年
代」との回答がそれに次いでいる（16.2%）．しかし，数事例
であるが「1970年代」からの開始企業もあり，開始時期にば
らつきはみられるが，総じて社会に対する食育活動に比べて，
開始時期は遅くなっている（表14）．
　「社員向け食育の主な担当部署」は，「企画部門」と「営業
部門」が（14.5％と12.7％）最も多く，次いで，「特に決まって
いない」（9.7%）と「人事部門」（9.1%）が続いている（表14）．
　「社内の食育が必要な世代」については，「特に区別してい
ない」との回答が４分の１で最も多い（25.5％）．次いで若
手の「10～20代社員」が約１割（10.9％），そして「新入社員」
（10.4％），「30代社員」（7.8％）と続き，若手および中堅に対
する食と健康に関する意識の向上が必要と認識されている
（表15）．
　「社員に対する食育活動に対する評価」については，「ある
程度行っている」とする回答が２割（22.1％）で，「積極的
とする回答」と合わせると肯定的評価は４分の１になる
（25.9%）．しかし，否定的評価項目を合わせると14.5％，「ど
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ちらともいえない」も２割近く（19.8％）に達しており，評
価レベルは積極的とする評価とそれ以外でほぼ２区分され
る（表15）．
　そこで，「社員対象の食育に関する評価」に関する具体的
項目ごとにみてみよう（表16）．①「社員のモチベーション
が向上した」かどうかについては，「どちらでもない」とす
る回答が３割を占めている（30.8％）．次いで否定的評価は
合わせて２割（20.7％）となっており，肯定的評価は１割程
度（9.2％）にとどまっている．②「社員の仕事の効率が向
上した」かどうかについての評価は，「どちらでもない」が
３割を超えている（33.8％）．他方で，肯定的評価は16.2％あ
り，一定の肯定的評価はみられる．③「社員の健康意識の向
上」については，否定的評価が３割近くを占め（28.5％），「ど
ちらでもない」も４分の１を超えている（26.2％）．この結果，
肯定的な評価は少ない（4.6％）．④「社員の食育に対する意
識や知識の向上」については，否定的な評価が４割を超えて
おり（40.8％），ここでも肯定的な評価は少ない（5.3％）．⑤
「新たな製品やサービスのアイディアが生まれた」かどうか
の点については，他の項目と比べて肯定的な評価が14.6％で，
一定の評価をしている企業もみられる．
　以上，まとめると，社員への食育の効果については，総じ
て肯定的な評価の項目は少ないものの，社員の仕事の効率の
向上や新たな製品やサービスのアイディアが生まれたとの
点での肯定的評価は一定程度みられるといえる．
企業の食育活動全般に関する評価と考察
　総括的な質問として，「企業の食育活動全般の消費者への
影響と企業活動への影響」についての回答結果を，それぞれ
みてみよう（表17）．「消費者の健全な食生活の実現」に良い
影響があるかどうかについては，肯定的評価が７割近くを占
め（68.1％），非常に高い割合を示している．これに対して，
否定的評価は，5.1％にとどまっている．また，企業活動へ
の影響についても，「好影響がある」とする肯定的な評価が
行われている（60.5％）．否定的評価は，6.2％と少ないが，
「わからない」とする回答は２割近くに達している（18.8％）．
表13　従業員に対する食育活動（研修・福利厚生としての取り組み含む）の実施状況
項　目 構成比：% 回答数
実施内容（複数回答）
食生活改善（バランスの取れた食生活の啓発、講習等） 10.6 （46.2） 60
地産地消（社内食堂等での地場産物の利用拡大・紹介等） 7.2 （31.5） 41
食品ロスなどの意識の啓発 6.4 （27.7） 36
産地直送品の販売や産地・生産者に関する情報提供 4.6 （20.0） 26
農業者・農村地域と従業員との交流（食農業体験等） 3.2 （13.8） 18
食事マナー・作法に関する情報提供や実演指導 1.6 （6.9） 9
男性の家庭での料理の推進（料理教室の実施等） 1.1 （4.6） 6
特に行っていないが、今後は取り組みたい 9.9 （43.1） 56
特に行っていないし、今後とも取り組み予定はない 52.3 （227.7） 296
その他 2.7 （11.5） 15
無回答 0.4 （1.5） 2
回答拒否 0.2 （0.8） 1
計 100.0 （435.4） 566
従業員に対する食育活動を実施していない理由（複数回答）
考えたことがない 60.2 （67.0） 236
ノウハウがない 9.2 （10.2） 36
人材がいない 9.2 （10.2） 36
企業でやるべきことではない 7.4 （8.2） 29
経費負担の余裕がない 6.9 （7.7） 27
その他 5.9 （6.5） 23
無回答 0.8 （0.9） 3
回答拒否 0.5 （0.6） 2
計 100.0 （111.4） 392
注：１．従業員に対する食育活動実施企業：回答社数130
　　２．従業員に対する食育活動を実施していない企業：回答社数352
　　３．（　　）はは回答社数（130および352）での集計結果
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以上の二つの全般的な評価における肯定的な評価に対して，
上記でみた具体的な項目での評価とは必ずしも対応してい
ない．この点の詳細な分析は，クロス集計などを行うことが
必要であるので，次の分析課題としたい．
　最後に，「企業の食育活動に対する政策的支援課題」につ
いて聞いた（表18）．「特にない」とする回答が２割（20.5％）
を占め最も多いが，必要と回答した上位の項目は，かなり明
確である．「情報の提供」（14.4％），「事例の紹介」（13.4％）
の二つが最も多く要望されている．次いで，「実施のための
マニュアル」（9.0％），「効果に関する研究」（7.4％），「関係
者の交流の場の提供」（5.2％）への要望が挙げられている．
　以上，企業へのアンケート調査結果から，食育活動の取り
組み状況とその意識について考察した．その結果，回答企業
の４割が，食育を実施している．また取り組みがない場合の
表14　従業員を対象とした食育活動の開始時期・担当部署
項　目 構成比：% 回答数
開始時期（数値回答）
1970年代 1.5 （1.5） 2
1980年代 0.8 （0.8） 1
1990年代 3.1 （3.1） 4
2000年代前半（～2004年） 1.5 （1.5） 2
2000年代後半（2005年～） 9.2 （9.2） 12
2010年代 16.2 （16.2） 21
不明・わからない 30.0 （30.0） 39
無回答 37.7 （37.7） 49
計 100.0 （100.0） 130
食育活動の主な担当部署（２つまで回答）
企画 14.5 （14.5） 24
営業 12.7 （12.7） 21
人事 9.1 （9.1） 15
広報 8.5 （8.5） 14
福利厚生 4.2 （4.2） 7
特に決まっていない 9.7 （9.7） 16
その他 31.5 （31.5） 52
無回答 9.7 （9.7） 16
計 100.0 （100.0） 165
注：１．従業員に対する食育活動実施企業：回答社数130
　　２．年号不明の回答１件は不明・わからないに算入
　　３．（　　）は回答社数（130）での集計結果
表15　 食育活動が必要な従業員層と従業員向け食育活動の
効果の評価
項　目 構成比：% 回答数
食育活動が必要な従業員層（複数回答）
新入社員 10.4 （15.4） 20
10～20代若手社員 10.9 （16.2） 21
30代の中堅社員 7.8 （11.5） 15
40代以上の社員 5.2 （7.7） 10
管理職 6.8 （10.0） 13
男性社員 3.6 （5.4） 7
女性社員 2.6 （3.8） 5
特に区別はない 25.5 （37.7） 49
その他 2.1 （3.1） 4
無回答 25.0 （36.9） 48
計 100.0 （147.7） 192
従業員向け食育活動の効果の評価（単一回答）
積極的に行っている 3.8 （3.8） 5
ある程度行っている 22.1 （22.3） 29
どちらともいえない 19.8 （20.0） 26
やや消極的 10.7 （10.8） 14
消極的 3.8 （3.8） 5
その他 3.8 （3.8） 5
無回答 35.9 （36.2） 47
計 100.0 （100.8） 131
注：１．従業員に対する食育活動実施企業：回答社数130
　　２．従業員向け食育活動の効果の評価について最大２つ回答あり
　　３．（　　）は回答社数（130）での集計結果
表16　従業員向けの食育活動の効果（単一回答）
評　価 そう思う
やや 
そう思う
どちらで 
もない
あまり 
思わない
そう 
思わない
無回答
項　目
???
（％）
??????
（％）
??????
（％）
??????
（％）
??????
（％）
??????
（％）
???
①社員のモチベーションの向上 1.5 （２） 7.7 （10） 30.8 （40） 13.8 （18） 6.9 （９） 39.2 （51）
②社員の仕事効率の向上 5.4 （７） 10.8 （14） 33.8 （44）  9.2 （12） 0.8 （１） 40 （52）
③社員の健康意識が向上 1.5 （２）  3.1 （４） 26.2 （34） 23.1 （30） 5.4 （７） 40.8 （53）
④社員の食育に対する意識や知識の向上 1.5 （２）  3.8 （５） 15.4 （20） 36.2 （47） 4.6 （６） 38.5 （50）
⑤新たな製品やサービスのアイディアが生まれた 4.6 （６） 10 （13） 28.5 （37） 13.8 （18） 2.3 （３） 40.8 （53）
注：従業員に対する食育活動を実施している企業：回答社数130
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表17　企業による食育活動への評価
項　目 構成比：% 回答数
消費者の健全な食生活の実現によい影響を与える（単一回答）
大いにそう思う 26.6 （26.6） 128
ある程度そう思う 41.5 （41.5） 200
わからない 12.4 （12.4） 60
あまりそう思わない 3.9 （3.9） 19
そう思わない 1.2 （1.2） 6
その他 0.8 （0.8） 4
無回答 1.0 （1.0） 5
回答拒否 12.4 （12.4） 60
計 100.0 （100.0） 482
企業の食育活動は，通常の企業活動にも好影響を与える（単一回答）
大いにそう思う 21.7 （21.8） 105
ある程度そう思う 38.8 （39.0） 188
わからない 18.8 （18.9） 91
あまりそう思わない 4.5 （4.6） 22
そう思わない 1.7 （1.7） 8
その他 0.8 （0.8） 4
無回答 1.2 （1.2） 6
回答拒否 12.4 （12.4） 60
計 100.0 （100.4） 484
注：１．最大２つ回答あり
　　２．（　　）は回答社数（482）での集計結果
表18　今後食育活動に取り組むにあたって，国や自治体に望む支援等（３つまで回答）
項　目 構成比：% 回答数
情報の提供 14.4 （23.0） 111
事例の紹介 13.4 （21.4） 103
実施のためのマニュアル 9.0 （14.3） 69
効果に関する研究 7.4 （11.8） 57
関係者の交流の場の提供 5.2 （8.3） 40
企業同士が交流する場の提供 4.7 （7.5） 36
食育に関する人材の育成 4.3 （6.8） 33
食育に関する人材の紹介や派遣 4.0 （6.4） 31
食育に関する個別相談 1.2 （1.9） 9
特にない 20.5 （32.8） 158
その他 4.9 （7.9） 38
無回答 0.8 （1.2） 6
回答拒否 10.3 （16.4） 79
計 100.0 （159.8） 770
注：１．最大５つ回答あり
　　２．（　　）回答社数（482）での集計結果
理由は，「考えたことがない」，「企業のやることではない」，
「ノウハウの不足」などが理由として挙げられている．取り
組みが特に多い具体的活動は，「講師の派遣」や「見学者の
受け入れ」である．食育開始の理由は，「CSR活動」と「営
業活動の一環」という，二つの理由が目立っている．食育の
担当者は，「兼務」が多く，部署は「営業部門」と「企画部門」
が多く，「CSR部門」は１割にとどまっている．連携先では，
「自治体」が最も多く，次いで「業界団体」と「小学校」で
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ある．社外に対する食育の効果について，４割以上が肯定的
な評価をしている．そのうち企業側に生じた具体的な効果と
しては，「社員の仕事の効率向上」や「新たな商品の創出」
などが一定程度評価されている．効果の評価方法は，「参加
者の直接の反応」や「参加者数」，および「アンケート調査」
などが用いられている．食育の実施上の課題については，「社
内で食育活動が評価・理解されない」という点，「食育に関
する情報」，「実施の場」，「PRの機会が少ない」という点が
指摘されている．今後の方向性については，「営業活動との
連携」や，「食育活動での連携先の拡大」などが挙げられて
いる．
　次に，社内での社員に対する食育活動に関しては，実施し
ていない企業が６割あるが，実施している企業では，「食生
活改善」や「地産地消」が具体的取り組みである．取り組ん
でいない企業が挙げる理由は，「考えたことがない」という
理由が６割を占めている．食育の取り組みが必要な対象とな
る社員は，「特に区別していない」とする回答が４分の１と
最も多い．社員向け食育の具体的な効果として，総じて評価
は控え目であるが，「仕事の効率の向上」や「新たな製品や
サービスのアイディアが生まれた」とする指摘が相対的には
多い．全体として，企業の食育活動は，「消費者の健全な食
生活」や「企業活動にも好影響を与える」とする評価が大半
を占めていた．
　最後に，企業による食育活動への支援策に関しては，「情
報提供」，「事例紹介」，「実施のためのマニュアル」，そして「効
果に関する研究」などが挙げられている．
　以上から，支援課題として食育活動の情報提供や交換，実
施の場を設けることや，その効果の検証などが期待されている．
む す び
　我が国の企業1,000社を対象にした企業へのアンケート調
査結果から，食育活動の取り組み状況とその意識について考
察した．その結果，以下の点が明らかとなった．
１） 回答企業の４割が食育を実施しており，具体的活動では，
講師派遣や見学者の受け入れが多い．CSR活動と営業活
動の一環の二つが，食育開始の主な理由となっている．
食育の担当者は，企画部門と営業部門での兼務が多く，
連携先は，自治体が最も多く，次いで業界団体と小学校
の順となっている．
２） 社会に対する食育の効果について，４割以上が肯定的な
評価をし，企業側に生じた具体的な効果では，新たな商
品の創出や社員の仕事の効率向上などが挙げられてい
る．実施上の課題では，食育活動への評価・理解が社内
で得られないという社内における認識の格差の存在や，
対外的には食育に関する情報，実施の場，PRの機会が
少ないという点が指摘されている．今後の方向性では，
営業活動との連携，食育活動での連携先の拡大など，社
内外での連携強化が指向されている．
３） 自社社員向けの食育活動に関しては，実施していない企
業が６割と多数であるが，実施企業では，食生活改善や
地産地消が上位の取り組みとなっている．社員向け食育
の具体的な効果の評価は，総じて評価は控え目であるも
のの，仕事の効率の向上や新たな製品やサービスのアイ
ディアが生じたとのポジティブな指摘がなされている．
４） 全体として，企業の食育活動は，消費者の健全な食生活
や企業活動にも好影響を及ぼすとの肯定的な評価が大
半を占めていた．企業による食育活動への支援策に関し
ては，食育活動の情報提供や交換，実施の場を設けるこ
となど，企業の食育活動の促進に資する環境整備が期待
されている．
５） 最後に，本稿での考察は，あくまでも一次集計の結果の
解釈を目的としているため，項目間のクロス集計による
項目間の関連性の分析などは行っていない．この点が，
本稿の限界である．今後の研究課題として，本稿で明ら
かになった全体的な評価と個別的な評価のズレの要因，
さらには具体的な食育活動と企業の財務成果との関連
性，また企業活動との具体的関連性，そして社員レベル
での食育への意識，地域社会への影響などについて，理
論的フレームワークの構築を図りながら明らかにする
ことが必要と考える．
付記： 本研究は，農林水産省農水産政策科学研究委託事業 
（2015年～2017年度）として実施された成果の一部である．
引用文献
石田貴士・大江靖雄・櫻井清一（2017）　食品企業の食育活動の
役割とその効果―マヨネーズ教室を受講した児童の保護者に対
するアンケート調査の分析―，食と緑の科学HortResearch，71，
29－35.
Ohe, Y., Kurihara, S., and Shimoura, S. （2014） Evaluating willingness to 
become a food education volunteer among urban residents in Japan：
toward a participatory food policy, Agricultural Food Economics, ２（6）， 
1－19.
櫻井清一・石田貴士・大江靖雄（2017）　食品企業が取り組む社
会貢献型CSR活動―食育に着目して―，農業経営研究，55（2），
99－104.
櫻井　誠・磯部由香・平島　円・吉本敏子（2012） 食品関連企業
の提供する食教育資源に対する教員の意識. 三重大学教育学部
研究紀要　63：111－117.
櫻井　誠・磯部由香・吉本敏子（2013） 企業の食育イメージと食
教育教材の分析．三重大学教育学部研究紀要　64：135－141.
51大江・石田・櫻井：我が国企業のCSRとしての食育への意識と行動
清水亜紀（2004）　企業は食育をどう受け止めるのか？　農業と
経済　70（12）：84－93.
清水みゆき（2006） 食品関連事業者による食育への貢献. 農林業問
題研究　42（3）：274－280.
谷本寛治（2013）責任有ある競争力―CSRを問い直す，NTT出版．
塚本一郎・関　正雄編著（2012）社会貢献によるビジネス・イノベー
ション―CSRを超えて，丸善出版．
Ciani, A., Rocchi, L., Paolotti, L., Diotallevi, F., Guerra, J.B., Fernandez, F., 
Suni, A., Edwin, G.A., Muthu, N., Ohe, Y. and Grigore, A,－M. （2015） 
Corporate social Responsibility   （CSR）：A cross－cultural comparison of 
practices, In Ruth Wolf, Theodora Issa and Monica Thiel eds. Empowering 
Organizations through Corporate Social Responsibility, Chocolate 
Avenue：IGI Global, pp. 85－90.
内閣府（2008a）　「食品関連事業者における食育推進に関する実態
調査結果の概要」1－11.
内閣府（2008b）  「食品関連事業者における食育推進に関する実態
調査アンケート調査票」1－7.
内閣府（2014）　平成26年度版食育白書，26.
内閣府（2015）　平成27年度版食育白書，35.
内藤重之・佐藤　信編著（2010）学校給食における地産地消と食
育効果，筑波書房．
和文抄録
　企業1,000社を対象にした食育活動に対するアンケート調
査結果の一次集計から，食育活動の取り組み状況とその意識
について考察した．その結果，回答企業の４割が，食育を実
施している．講師の派遣や見学者の受け入れが，最も多い具
体的活動である．食育開始の主な理由は，CSR活動と営業活
動の一環の二つが挙げられる．連携先で多いのは，自治体が
最も多く，次いで業界団体と小学校である．社会に対する食
育の効果は，４割が肯定的な評価をしている．そのうち企業
側に生じた具体的な効果として，新たな商品の創出や社員の
仕事の効率向上などが一定程度評価されている．食育の課題
については，社内で食育活動が評価・理解されないという点，
食育に関する情報，実施の場，PRの機会が少ないという点
が指摘されている．全体として，企業の食育活動全般に関す
る評価では，消費者の健全な食生活や企業活動にも好影響を
与えるとする評価が大半を占めていた．最後に，企業による
食育活動の支援策に関して，情報提供，事例紹介，実施のた
めのマニュアルなどが挙げられており，これらが支援策の主
要項目として有効といえる．
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